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【 要 旨 】 

 
 時間の稀少性に直面している消費者の情報収集と意思決定について、経済学の価格サー

チ理論や経営学の消費者行動理論の先行研究を踏まえ、独自のアンケートを実施し、消費

者行動のモデル化を試みた。考察の結果、以下のような結論を得ることができた。 
 
１．商品の存在やその品質や価格といった情報をサーチする消費者にとって最も大きなコ

ストは、サーチに費やす稀少な時間であると考えられる。 
 
２．情報のサーチにコストがかかる場合、サーチは通常途中で打ち切られる。従って、消

費者は「全ての取り得る選択肢を比較考量した上での最適化」を行うことはできず、

何らかの簡易的意思決定ルール（ヒューリスティックス）に基づく意思決定を行うこ

とになる。 
 
３．消費者は商品への関与（こだわり）によって情報収集や意思決定の方法を変えている。

高関与な財については、できるだけ多くの情報を収集した上での多面的な評価基準に

よる慎重な意思決定が行われ、低関与な財については情報収集を余り行わないで、簡

単な意思決定が行われる。 
 
４．消費者の情報収集に当たってはインターネットを中心とする IT が役立つが、収集した

情報の比較や検討、さらにそれを既存の知識と結びつけ意思決定に役立てるようにす

る情報生産活動には、過去の経験や確立した評価基準などの自身の蓄積が重要な役割

を果たす。 
 
５．情報サーチが途中で打ち切られ、サーチで得た情報の再生産活動にも時間を必要とし、

情報再生産活動における蓄積の重要性をも考慮すると、インターネットの普及だけで

は情報の非対称性の緩和や取引費用の軽減は限定的にしか生じない。 
 
６．企業の情報提供のあり方として、低関与な財・サービスの提供では、いたずらに詳細

な情報を提供することは無駄になる。従って、情報をできるだけ殺ぎ落として提供す

る一方、消費者の関心をひくことが重要となる。 
 
７． 高関与な財・サービスについての情報提供においては、幅広く細かな情報をまとめて

提供する一方、意思決定時に経験が重視されることを考慮し、インターネット情報だ

けでなく、実際に見たり聞いたりできるリアルな情報を、アンテナショップなどを利

用して合わせて提供することが重要となる。 
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１．はじめに1 
 

 筆者達を含む共同論文（岩村他「IT 革命と時間の稀少性」［2001］）において、「IT 革命

によって膨大な情報量が生産され利用可能となったが、情報の受け手が個人である場合、

時間の稀少性がネックとなって必ずしも膨大な情報を十分に利用していないのではない

か。」との問題提起を行った。従って、一般に語られる明るい未来像、すなわち「IT の発達

が情報の非対称性の緩和と取引費用の軽減をもたらし、理想市場に一層近づく」という姿

はそれほど単純には実現しないと思われる。 
 そこでの情報処理あるいは情報生産活動2に関する大切な結論を振り返っておこう。まず、

企業やコミュニティーなどの組織は、様々な活動で必要となる時間を再配分できるが個人

はできない。また、情報が使い減りしない財であるという特性を、組織は情報をプールす

ることで生かすことができるが、個人においては限界がある。さらに質のよい情報を購入

することにおいても、情報を理解し役立てるためには時間の投入が不可欠であるため、個

人においては限定的である。 
 今回は、このように組織に比べ時間の稀少性の制約を受けやすい個人の経済活動として、

消費（者）行動に焦点をしぼり、消費者の情報収集と意思決定についての考察を行った。  
 これまでの研究成果を踏まえた上で、今回は消費者の情報収集とインターネットとのか

かわり、意思決定段階で重んじられる情報とは何かに焦点を当て、独自のアンケート調査

を実施し、消費者行動のモデル化を行った。消費者行動のモデル化にあたっては情報生産

活動を明示的に取り組むことを目指し、そのモデルをもとに「時間の稀少性」への考察を

深め、前回行った問題提起「IT の発達が情報の非対称性の緩和と取引費用の軽減をもたら

す」という仮設はそれほど単純に実現しないということを確かめることを目標とする。ア

ンケート調査のもうひとつの目的は、ネットを含めたうえで「時間の稀少性」の再確認を

行うことである。「IT 革命と時間の稀少性」（岩村他［2001］）では、NHK の国民生活時間

調査を用いて情報取得に消極的な個人を浮き彫りにしたが、NHK の調査にはインターネッ

トがメディアとして取り上げられていない点が不充分であったため、今回の独自アンケー

トで再調査することにした。 
 本編に入る前に簡単に本稿の構成を説明しておく。まず、２章で消費者の情報収集につ

いての経済学の研究成果について、その端緒となった Stigler の価格サーチ理論とそれへの

批判とその後の展開を中心にサーベイする。次に３章では２章のインプリケーションをも

とに、消費者の情報収集と意思決定の実際を経営学の消費者行動理論の助けを借りて、ア

ンケートで確認する。 
４章で、これまでの研究成果や実施したアンケートをもとに、新しい消費者購買行動モデ

ルを提示し、そのモデルを用いて時間の稀少性について論じる。最後の５章で今回の研究

から得られたインプリケーションをまとめる。 

                                                  
1 本稿作成にあたり、岩村充（早稲田大学）、西村清彦（東京大学）、根来龍之（早稲田大学）の各教授か

ら貴重なコメントを頂戴した。また、アンケートと消費者行動理論については井上崇通（明治大学）教授

に多くをお教えていただいた。これらの先生方にあらためて感謝したい。 
2 検索し収集した情報を、集めた情報を理解し、すでに持っている知識と結びつけ自分に役立つようにす

ることを我々は、情報（再）生産活動と呼んだ。 
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２．消費者の情報収集に関する先行研究 

 
 （１）Stigler の価格サーチ理論 
 情報が不完全である状況に経済学が分析の目を向け始めたのはそう古いことではない。

不完全情報下での情報の収集という問題については、G・Stigler の 1961 年の論文“The 
Economics of information”がその先駆である。ここでは、この研究をまず取り上げ、その

後、彼の研究への批判通じて発展した研究の一部を紹介する。 
Stigler のフレームワークは以下のようである。 

①購買の対象となる商品は 1 種類で、しかもその商品を 1 単位だけ買うものとする。こ

の商品には品質や付帯サービスに全く差がない。 
②売り手が多数（ほとんど無数）いて、売り手の提示価格にバラツキがある。 
③購買者は売り手の提示価格の分布は知っているが、どの売り手がいかなる価格を提示

しているのかは知らない。 
④購買者はできるだけ安い価格で買いたいが、売り手の提示価格を調べる（これを価格

サーチという）ためには費用がかかる。 
⑤購買者は探索 1 回で、ある特定の売り手の提示価格 1 個を知るものとする3。 
⑥①から⑤を前提として、購買者は最適な探索回数を決定するという意思決定を行う。 

こうした枠組みによる分析でスティグラーは次のように考えた。 
⑦サーチの費用とは、価格サーチに費やされる時間である。 
⑧購買者による探索回数は、支払い価格の限界節約（今までに知られていた最低価格と

次のサーチによって得られる最低価格との差）の期待値と、サーチの限界費用が一致

するところで決定される。 
ここで⑧について簡単に確認しておく。簡単化のため、売り手の半数の提示価格が P1、残

りの半数の提示価格が P2 で、P1>P2 とする。 
 サーチ回数０の時は、いきなり出会った売り手から購入するので、確率 1/2 で最低価格

P1、確率 1/2 で最低価格 P2 を得る。1 回サーチをして、その売り手が P2 の価格を提示し

ていれば（確率は 1/2）、彼から購入すれば最低価格 P2 が実現する。その売り手が P1 の価

格を提示していれば（確率は 1/2）、彼以外の売り手から購入すれば P1 の価格を提示してい

る売り手に当たった場合の 1/2 の確率で最低価格 P1（サーチで得られた売り手以外から購

入するのだが、その売り手の提示価格も P1 であった場合）、同じく 1/2 の確率で最低価格

P2 が実現する。簡単に言えば 1 回サーチの時、確率 1/2×1/2=1/4 で最低価格 P1、確率 3/4
で最低価格 P2 が実現する。この考察を表にまとめると以下（図表１）のようになる。 
 この分析からサーチを行うことでより安い価格をみつける可能性が高まること、期待値

を安い価格 P2 にするためには無限回のサーチがいること、サーチを行う限界的な利益（こ

こでは限界節約）は比較的早く逓減していくことなどがわかる。 
①から⑧が成立する時、Stigler は次のような結論を得た。 

⑨価格サーチは有限回で打ち切られる（最も安い価格にたどり着く前にサーチを止め、

                                                  
3 1 回の探索で N（有限）人の売り手の提示価格 N 個を知るとしても同じように分析できる。 
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購入する）。 
⑩従って、市場における価格のバラツキ（Price Dispersion）は消滅しない。 
⑪また、高額商品においては限界節約が大きくなるため探索回数は増加する。 
 

（図表１）探索回数と限界節約 
探索回数 実際の最低価格が

P1 になる確率 
実際の最低価格が

P2 になる確率 
最低価格の期待値 限界節約 

0 1/2 1－1/2 P2＋1/2(P1－P2)  
1 1/4 1－1/4  P2＋1/4(P1－P2) 1/4(P1－P2) 
2 1/8 1－1/8  P2＋1/8(P1－P2) 1/8 (P1－P2) 
… … … … … 
ｎ 1/2n+1 1－1/2n+1 P2＋1/2n+1(P1－P2) 1/2n+1(P1－P2) 
… … … … … 
∞ 0 1 P2 0 
 
（２）Stigler への批判Ⅰ－今日のサーチ理論から－ 
この分析が端緒となって情報を収集することに費用がかかる場合、どのようにサーチを

行うべきかというサーチの理論が発達していくことになるが、その後の研究によると、実

は Stigler の分析は不十分であることがわかっている。主な批判点は以下の２点である。 
a) Stigler の分析では、③の前提から（購入者は分布を知っているので）、例えば（図表 1）
が得られ、サーチを行う前に⑧によって最適探索回数 N が決まってしまう。しかし、価

格サーチをはじめる前にサーチ回数を決定するのは、価格サーチによって得られた情報

を生かし切っておらず、④の最適化問題に対する適切な回答ではない。 
b) Stigler の分析は価格にバラツキがある状況における購買者の行動のみを分析しており、

供給者である売り手の分析がなされていない。 
その後、これらの批判点に対し、いくつかの研究がなされた。 
 まず、a)については McCall がサーチを今日のオペレーションリサーチでいう最適停止問

題の形で定式化することに成功した4。最適停止問題5とは簡単に言えば、サーチの結果を参

照しつつ、サーチをさらに続行するのか停止するのかを決定するというアイデアに基づき、

どこでサーチを打ちきるのが最適かというストッピングルールを数学的に見出す問題のこ

とである。 
 先のスティグラーの枠組みすなわち①から④が成立する時、今日的サーチ理論での解法

は以下のようになる6。売り手の提示価格の分布関数を F(X)、この確率密度関数ｆ(X)、何

回か価格サーチをした時の最低価格を R、サーチのコストを金額表示で C（＞０）とする。

次回のサーチを行って R 以下の価格が見つからない確率は、１－F(R)である。R 以下の価

                                                  
4 McCall“The Economics of Information and Optimal Stopping Rules”（1965） 
5 穴太克則「タイミングの数理」（2000）によるとより正確には、「逐次に観察される確率変数列に基づき、

期待利得を最大化したり、期待費用を最小化するためにある行動をとる時刻を選ぶ問題」のこと。 
6 ここでの記述は西村他「不完全情報がもたらす損失」（2002）と Rothschild “Models Market 
Organization with Imperfect Information”(1973)によっている。 
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格が見つかる確率は、∫  となるので、次回サーチを行った時に得る最低価格の期

待値 E(R)は、 となる。よって、次のサーチを行う純利益

Ｂ（R,C）は、 

R
dxxf

0
)(

)(
0

dxxxf
R

∫ [ )(1)( RFRRE −+= ]

CdxxfxRCRERCRB
R

−−=−−= ∫0 )()()(),(    

B(R,C)＞０であれば、サーチを行うことで利益を得るのでサーチを続行した方がよく、 
B(R,C)＜０ならば、サーチを行うことで損失が発生しているのでサーチは打ち切られてい

なければならない。結局、この B(R,C)＝０となるＲ＊（このＲ＊を、留保価格という）の価

格が見つかるまでサーチを行うことが最適なサーチとなる。  
 この戦略にそって、サーチの回数の期待値を求めてみよう。初回のサーチでサーチを打

ち切る確率は F(Ｒ＊)であり、またちょうど 2 回目でサーチを打ち切る確率は、初回にサー

チが打ち切られなかった確率（１－F(Ｒ＊)）にその回にサーチを打ち切る確率 F(Ｒ＊)をか

けたものなり、F(Ｒ＊) ×（１－F(Ｒ＊)）となる。従ってサーチ回数の期待値は、 

( ) ( )[ ] 1

1
1lim

−
∗∗

∞→

−∑
in

n
RFRiF  

となる。F(・)は分布関数なので、０＜F（R＊）＜１と考えてよいことに注意する7と、結局

サーチ回数の期待値は１/F(Ｒ＊)となる。 
より洗練された現在の理論によっても、価格サーチにコストがかかる場合、サーチは途

中で打ち切られるという点に変わりはない。 
 

（３）Stigler への批判Ⅱ－供給側を考慮した分析－ 
 また批判点ｂ）については Salop & Stiglitz8（1977）などが分析を行った。Salop＆Stigliz
の枠組みと主要結果を見ておくと以下のとおりである。 
まず、Stigler と①、③、④は同じで②と⑤が少し異なり、②に代わる②’、⑤に代わる⑤’
はそれぞれ以下のとおりである。 
②’ 売り手は市場に高々N 人（有限）しかいない。やはり提示価格にバラツキがある。 
⑤’ 購入者はサーチコスト Ci9を払えば、市場に参加している全ての売り手が、いかなる 

提示価格をつけているのか知ることができる10。 
 これらの仮定によって、購入者のサーチについての意思決定は、コスト Ci を払い、各売

り手の提示価格を知って買うか、Ci を払わず、偶然出会った売り手から購入するかのどち

らかを選ぶこととなる。購入者の最適なサーチ戦略は、売り手の最低提示価格 Pmin、平均

価格 P、サーチコスト Ci とすると、Pmin＋Ci＜P ならばサーチを行い、そうでなければ

                                                  
7 F(R＊)＝０ならば期待値は発散する。すなわち無限にサーチし、F(R＊)＝１のときは期待値 1 回である。 
8 Salop＆Stiglitz“Bargains and Ripoffs : A Model of Monopolistically Competitive Price Dispersion”
(1977) 
9 サーチコストが人（ここではインデックス i で表される）によって異なることを考えている。 
10 簡単にいえば Ci 円で新聞を買い,その新聞には全ての市場参加の売り手とその提示価格がのっているの

である。 
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サーチを行わないことである11。 
 これらに加え、売り手について以下のように仮定されている。 
⑫各売り手は、購入者の以上のような行動を知っていて、購入者が形成する需要曲線と、

他の企業の設定する価格を所与として自らの利潤を最大化するような価格付けを行う

存在である（独占的競争者の仮定）。 
⑬売り手として参入が可能な潜在的競争者が市場の外にいて、正の利潤が発生している

時にはライバルが参入して利潤がゼロの状態になる。 
⑭売り手は通常の U 字型の平均費用曲線を持つ。 

このような売り手の側も考慮に入れたモデルで、購入者がサーチコストの異なる 2 種類12の

人しかいない経済において成立する均衡13について考察を行っている。その結果は、 
⑮価格について完全情報となる（どの売り手がいくらの価格を提示しているのかを知る）

ために、正のサーチコストがかかる場合、以下の３種類の状態がありうる14。 
ケース１．均衡価格がひとつの場合（Price Dispersion なし）。 
ケース２．2 種類の均衡価格が存在する場合（ Price Dispersion あり）。 
ケース３．そもそも均衡が成立しないケース。 

 このように Salop&Stiglitz によれば、情報収集にサーチコストがかかるだけでは、必ず

しも価格のバラツキが存続しうることにはならない。しかし、情報収集にコストがかかる

場合には品質に差のない商品において価格のバラツキが存続しうるケースも生じることが

わかった。従ってこの点から言えば、情報収集にコストがかかる状況においては、市場は

効率的に働かない場合があることになる。 
情報収集の観点で言えば、このモデルでは情報収集が簡略化されていて、Ci を払って全て

の情報を得るか、Ci を払わず情報収集を行わないかのどちらかである。そして、情報収集

行うグループと行わないグループに分かれることが上記の結論にとって重要である。この

ケースにおいても消費者は全体として最後まで情報収集を行うわけではないことになる。 
 
（４）その他の展開とまとめ 
 また、Gastwirth15は、③に変えて購入者が売り手の提示価格の分布を知らないような時

には、Stigler のようにあらかじめ探索回数を決める枠組みが、最適停止問題に基づく解法

よりもよいことを示した16。 
 今まで価格について買い手と売り手で情報が対称的でなく、買い手が価格情報をサーチ

                                                  
11 ＝であればコストを期待値としては同じであるので、あとはリスクに対する購入者の反応ということに

なる原論文ではリスクニュートラルが仮定されており＜場合のみ購入する。 
12 購入者は十分大きな数 L 人いて、サーチコスト C1 の人の割合がうちα、C2 の人の割合が１－αとす

る。 
13 ここでの均衡概念は売り手間の Nash 均衡である。 
14 実は成立する均衡価格は独占価格と競争価格の 2 種類だけである。従って厳密に言うのなら状態は 4 種

類、すなわち、独占価格が唯一の市場価格のケース、競争価格が唯一の市場価格のケース、独占価格と競

争価格の 2 種類が市場価格として存在するケース、独占価格と競争価格で振動し、均衡が成立しないケー

ス、が生じる。 
15 Rothschild “Models of Market Organization with imperfect Information: A survey”(1973)による。 
16 Gastwirth はサーチ回数を定めた上で留保価格を用いた意思決定が最もよいことを示している。 
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するのにコストがかかるような状況についての分析を見てきたが、例えば品質情報につい

て買い手と売り手に情報が非対称的で、品質情報をサーチすることにコストがかかる状況

については、Nelson17らによって Stigler の行った分析を発展させる形で研究されている。 
 これまで、情報の収集にコストがかかる状況についての先行研究について、価格の場合

を中心に見てきた。これらから得られる消費者と情報の関わりについての論点をまとめて

みる。 
・情報収集にコストがかかる場合、サーチは最後まで行われることなく、通常途中で打ち

切られる。 
・そのため、情報の非対称性が解消されることはなく、品質や付帯サービスが全く同じ商

品における価格のバラツキ（Price Dispersion）を存続させる一つの理由になる。 
・情報の非対称性が解消されることはないことから、潜在的に選び得る全ての選択肢を比

較考量した上で最適解を選ぶという戦略を消費者は通常取ることができない。 
現実には情報収集にコストがかかり、そのため収集は途中で打ち切られる。その時、消

費者は実際にどのように意思決定を行うのであろうか？上で述べたように経済学で仮定さ

れている最適化原理は情報収集にコストがかかる状況ではそのままでは利用できない。そ

こで、次章では、実際の消費者の情報収集と意思決定について調べていく。その前に経済

学における情報収集を見てきた中で、判明した重要な批判点について述べておく。 
経済学では、情報は不確実性を減らすものと捉えるため、サーチとはサーチする主体自

身にとって外部の状況がより正確にわかるようになったということである。しかし、実際

には調べるという行為の結果、調べた主体自身の内部にも変化が生じる場合がある。具体

的にいえば、調べていく上で新製品を発見したり、実際購入し使ってみることで、商品の

新たな評価軸を発見し、個人の選好順序そのものが変わるといった事態や、情報提供者や

製品の売り手への信頼が形成されたり、信頼度が変化したりする18ということが生じる。調

べ方のノウハウも蓄積されていくだろう。この意味で、情報を収集した時にその内容の主

体へのフィードバックについては必ずしも十分に扱われていないことになる。 
 

３．消費者の情報収集と意思決定の実際 
 

 ここではアンケートによって判明した実際の消費者が行う情報収集や意思決定について

紹介したい。もちろん現実の消費者の行動をアンケートによって捉えるといってもアンケ

ート自体なんらかの仮説や理論にもとづかなければアンケートの作成すらできないのは当

然のことである。そこでまず、アンケートの背景にある経営学の消費者行動理論を概観し、

その後、アンケートの主要結果を紹介する。 
 
（１）実際の消費者行動を捉える試み－消費者行動理論－ 
 経営学においてはマーケティングの観点と実務的な必要から、現実の消費者の情報収集

                                                  
17 Nelson“Information and Consumer Behavior”（1970） 
18 実はこの点については主観確率をベイズの公式によって構成していくベイジアン決定理論において一

部考慮されている。 
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や意思決定を捉える工夫がなされてきた。特に 1960 年代以降様々な消費者行動モデルが作

られた。実際に行ったアンケートの結果を見る前にアンケートの背景にある経営学の消費

者行動理論について簡単に見ておこう。 
まず、消費者行動研究の歴史を振り返ってみる。学説史家によって細部は異なるが、代

表的な消費者行動研究者でもある J. H. Sheth や R. A. Peterson などの学説を踏まえる

と、研究は大まかに以下のような時代区分で発展してきた。 
①1900 年～40 年代 初期 マーケティング等研究のために消費者行動を研究。 
②50 年代      開拓期 個人の消費者行動解明に焦点があたる。 
③60 年代前半     成長前期 消費者行動研究が学問分野の中でカテゴリーと 

して成立。 
④65 年～70 年代  成長後期 包括的モデルの時代 
⑤80 年代以降     再考期 合理的モデルへの反省とポストモダン 

以下、今日でも影響の強い 65 年以降の包括的モデル19を中心に見てみる。 
 
①ニコシア（Nicosia）モデル 
ニコシアは消費者行動に関連した行動科学の研究成果を用いて最初の消費者行動モデル

を作りあげた。これは消費者行動を４領域（4 ステップ）すなわち、①メッセージから態

度形成（問題認識）、②情報探索＆ブランド評価、③購買行動、④購買後評価（フィード

バック）に分けてモデル化している 
 このモデルの特徴は、それ以前の研究が購入後の使用で終わっていたのに対し、その

使用の結果が次回の消費者の購買行動に、ひいては企業のマーケティング活動にフィー

ドバックされるという側面を重要視したことにある。 
②Howard・Sheth モデル 
 Howard・Sheth モデルは（図表２参照）20、広告などの刺激に対して消費者がどのよう

に反応して購買行動を起すのかを考える、心理学にその端緒を持つ刺激反応モデルの代表

格である。このモデルは大きく、インプット、知覚構成体、学習構成体、アウトプットの

４つのパーツから構成されている。 
そして、購入の意思決定にあたり 3 つの異なる類型プロセス、すなわち拡大問題解決、

限定問題解決、反復的問題解決が想定されている。 
３つの問題解決法は情報検索の度合いによって分けられている。拡大問題解決は、消費

者が以前に購入や使用の経験がないような商品を購入する際の意思決定法であるため、情

報は入念に探索される。限定問題解決はある程度商品内容を理解している場合であり、選

択基準は定まっているので、それに適合するかどうかの情報検索がある程度行われる。 
反復的問題解決はよく知った商品を購入する場合であり、ほとんど情報検索を行わず意

思決定される。したがって商品へのロイヤリティーが発揮されやすいことになる。これら

問題解決の選択にあたって、購入や使用の有無という自身の経験が大きく影響しているこ

                                                  
19 包括モデル以前には消費者の状態を Attention→Interest→Desire→(Memory) →Action→ 
(Satisfaction Level)と順を追って理解する AID(M)A(S)モデルが代表である。 
20 Howard・Sheth モデルは何回か改定されている。この図では 1969 年のものである。 
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とも重要なポイントである。 
（図表２）Howard・Sheth モデル  
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確
信

選択
基準

動
機

ブランド
理解

購入

満足

表示的

象徴的

社会的

注意 知覚
偏向

知覚構成体

情報探索

インプット

刺激の
曖昧性

態度

意図

意図

ブランド理解

注意

アウトプット

態度

：情報フロー

：フィードバック

 （出典）J.A.Howard &J.N.Sheth “The Theory of buyer Behavior”(1969)より作成。 
 
③EKB（Engel・Kollat・Blackwell）モデル 
 EKB モデルは、刺激反応モデルに情報処理型の要素を取り込んだ複雑なフローチャート

を持つモデルである。EKB モデルは 5 つの要素すなわち、問題認識、探索、代替商品の評

価、選択、結果から構成され、関与の高低（商品へのこだわり）によって異なる意思決定

を考えている点が特徴である。 
 関与は、経営学者 Assael が強調した概念であり、その商品に対する自身の価値観の高低

や購入に失敗したときのリスクの大きさと考えられる。簡単に言えばこだわりである。高

額な商品、例えば住宅は購入に失敗した場合、取り返しがつきにくいので高関与な商品で

あるし、自動車などは値段に加え、日本では、自身のライフスタイルを表現すると考える

人が多くやはり高関与な商品となる。 
 このモデルでは購入に際し、まずは自身の記憶や経験といった情報を探り、足りないと

感じるなら、外部情報探索を行うが、高関与型の意思決定は低関与型に比べ、外部情報探

索を数多く行うことと、購入の決定にあたり、より多角的な評価基準で評価されるという

特徴を持つ。 
 
④Bettman モデル 
 Bettman モデルは情報処理型モデルのパイオニアにして代表である。消費者を刺激に反

応する受動的な存在から主体的に情報を探索し、意思決定を行う情報処理者と捉えている

点と、消費者の情報処理能力には限界があると考える点が最大の特徴である。 
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 消費者は自ら設定した目標に向け、記憶を呼び起こし情報を検索するが、情報処理能力

に限界があるため、過去に経験したことに遭遇すると、新たな情報処理は行わず、経験で

代用する場合もある。また、目標設定も自ら行うので、処理能力の限界も考慮して広範囲

にわたる検索を行わない場合もある。 
これら包括的消費者行動モデルは、商品毎の意思決定や情報収集の違い、意思決定にお

ける消費者の内面の様子など様々な要素を取り込んでモデル化しようとしていることが評

価できる反面、モデルを表現するフローチャートが複雑21でモデル全体としての説明力22な

どを現実のデータから実証しようとしてもほぼ不可能であるという欠点をもつ。 
 

（２）アンケートで確かめるべき内容 
 ここまで、わかっていることを確認し、アンケートで確かめることをまとめてみる。 
① 情報収集のコストとして最も大きなものは時間であると考えられるが、その点を確認す

ること。 
② 消費者行動理論によれば、商品の種類・属性の違いによって情報収集や意思決定が違う

とされるがそれは本当か？ 
③ この商品による情報処理・意思決定の違い、商品分類の概念として、関与概念が有望で

あるが本当か？  
④ 情報収集にコストがある場合、人はどの程度まで情報収集を行うのか？また、消費者行

動理論では、記憶や経験といった所謂内部探索も重視しているが情報をサーチする対象

はどのような範囲なのか？ 
⑤ 情報収集にコストがかかる場合、情報収集は途中で打ち切られるため、消費者が潜在的

に選び得る全ての選択肢から自身に最適な選択肢を選ぶということができない。そうし

たときにはなんらかのヒューリスティックス23によって意思決定が行われると考えられ

るがそれはいかなるものか。すなわち意思決定においてどのような情報が重要視される

のか？ 
⑥ 多くの消費者行動モデルでは商品･サービスを購入し使用あるいは消費した後に得られ

た情報のフィードバックを大切な要素としている。実際に使用してみることでその商品

やサービスついてより深く知り、自身の商品に対する評価が変わる。この意味からも経

験を中心とする実体験的要素が重要視されるはずだが本当だろうか。 
これまでの研究から実際に調べるべき問題を大きく６つに整理した。次節では、この６

つの点を中心にアンケートの結果を紹介したい。なお、消費者の情報収集と意思決定と並

                                                  
21 モデルの構造そのものをシンプルにしたモデルも、精緻化見込みモデル（Elaboration Likelihood 
Model）など一部には見られるようになったが、例えば、精緻化見込みモデルは広告メッセージ（情報）

をどのように意味付けし解釈するのかのモデルであり、まだ消費者行動全般を説明する包括的モデルにな

っていない。 
22 モデルの一部分であれば実証可能であり、そうした試みもなされている。 
23 ヒュ－リスティックスとは、心理学や人工知能の分野の言葉で「発見法」とも訳され、アルゴリズムと

対比される概念である。アルゴリズムが解を保証するのに対し、ヒューリスティックスは必ずしも最適解

を保証しないし、場合によっては解そのものが得られない場合もある。しかし、多くの場合に解を発見で

き、アルゴリズムでは考慮されない効率性を重視した解法である。従って、多く場合、時間が節約でき、

手間が簡単になるという点に特徴がある。 
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ぶアンケートのもうひとつの柱であるネットの使い方と時間の稀少性の確認、およびアン

ケート調査結果の詳細についてはは FRI 研究レポート No.130「情報サーチと消費者行動」

を参照されたい。 
 
（３）アンケート結果について 
 アンケート調査は、2001 年 11 月に首都圏在住の 20～49 歳までの男女で自宅にパソコン

を保有している世帯対して行ったもので、郵送方式によっている。発送数は 1620 人、回答

者 1017 人で有効回答率は 62.8％であった。 
 応答バイアスは考慮すべきであるが、首都圏でパソコン保有者に限定したため、インタ

ーネットの利用率は 78％に達している。今回のアンケート調査では、パソコン、自動車、

住宅、海外旅行パッケージ、マイライン、洗剤、ビール、ネクタイ、ファンデーションの

９種類の財・サービスの購入について情報収集や意思決定の様子を聞いた。最初に前節で

整理した問題点についてのアンケートの結果から紹介する。 
① まず、情報収集のコストついては、アンケートではインターネットの利用についての質

問から回答を得た。インターネットを使っていない人に、その最大の理由を聞くと、最

も多い回答は「操作が煩雑でわかりにくい」（19.6％）、次いで「お金がかかり過ぎる」

と「時間が惜しい」が同率（13.8％）となっている。ただ、ナレッジワーカーを自認す

る非利用者に限ると、「時間が惜しい」（18.2％）が 1 位で 2 位の「お金がかかり過ぎる」

（13.6％）を引き離している。「操作がわかりにくい」との回答は 1 割にも満たなくな

る。また、ネット利用者にもっと長時間ネットを利用する条件を尋ねた所、ダイアルア

ップでの利用者は 6 割以上が「利用料金が下がる」を 1 位に挙げたが、常時接続利用者

は 4 割が「自由時間が増える」と答え、時間が最大の理由となっている。このようにい

ったん料金の壁をクリアすると、次は時間の壁に突き当たる様子がうかがえる。時間の

機会費用は通常その間に稼ぐ賃金と考えられるが、この点も考慮すれば情報収集におけ

る最大のコストは時間であることが確かめられたことになる。 
② については関与の高低によって情報収集や意思決定が異なることが確認できた。より具

体的に言えば、「高関与な商品ほど情報収集はさかんであり、そのため検討判断の時間

が長くなる（図表３参照）。また、低関与な商品では全く情報収集が行われない場合も

あった。 
③ ②に加え、関与が高い商品ほど知覚差異が大きいこと、関与が高い消費者ほど多面的に

評価する傾向があることが確認できた（図表４参照）。 
④ 商品に対する関与の高低で異なるものの、分譲住宅で平均５０時間程度、自動車で平均

２０時間程度、パソコンで平均１２時間程度、低関与な商品の代表である、ビールや洗

剤ではほとんど情報収集は行われなかった（図表３参照）。 
⑤ 細かく言えば、商品毎に意思決定において重要視される要素は違っていた。しかし概ね

関与の高低によって意思決定において重要視される要素をまとめることができる（図表

５参照）。さらに個別の商品の代表としてパソコンを載せておく（図表６参照）。 
⑥ ⑤とも関連するが、商品購入の決め手として複数回答では、「店頭での感触」を選んだ

人が多く、また最大の要素としても「店頭での感触」「自身の使用経験」が多かった。

さらに、高関与商品において、ネット検索による情報収集も分譲住宅で６時間、自動車
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で５時間等かなり行われているのにかかわらず、ネット情報は購入の決め手にはなって

いないという結果を得た。これらの結果から、実際に使用した経験など実体験が意思決

定において重要視されることが確認できた。 
その他、アンケートで明らかになった消費者の情報収集と意思決定に関わる事項として、 
⑦ ネット情報が上位にこないのは信頼性が他の情報に比べ劣るからではない。 
⑧ 調べた商品の中で海外旅行パッケージがやや例外的に、購入の決め手として店頭での感

触がほとんど関係なく、逆にネットで得た価格情報が購入の決め手の上位にきた。 
 
（図表３）各商品の商品購入時間とその内訳 
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（図表４）意思決定において重視する項目数（13項目中）：パソコン  
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4.0

 

さて、主なアンケートの結果か

まず、⑥の購入決定の決め手

ィックスを推察できる。低関与

 

均的（他の商品
あまり強くない

 

他商品と同程度 

ら若干解釈が必要な点について述べておく。 
似ついての結果から、低関与な場合におけるヒュ－リステ

な場合、消費者は情報収集などほとんどしない。意思決定
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も簡単で、前回も買ったから今回も買うという意思決定を省いた反復的行動や、他人の行

動を見て、他の人と同じ行動をとるということがヒュ－リスティクスとなっている。 
また、⑧の解釈は⑥（実体験の重視）に沿って行うことができる。すなわち、店頭で説明

を聞いたところで「海外旅行」を経験することはできないので、実体験によるフィードバ

ックはない。だから商品内容の確認よりは価格比較が重要な要素となり、ネットの価格情

報が購入の決め手として上位にくるのである。 
 
（図表５）購入の決め手となった要因 
購入の決め手となった要因 低関与のケース 高関与のケース 
自身の使用経験 ◎ ◎ 
購入考慮以前からの知識・見聞  ○ 
購入考慮位後に知人などに尋ねた情報  ○ 
店頭での感触 ○ ◎ 
店頭での価格比較 ◎ ◎ 
取り寄せたパンフレット・カタログ  ○ 
店頭での店員の説明  ○ 
販売店からのＤＭ・折込チラシ   
広告（テレビ・新聞など） ○  
売れ筋かどうか ○  
著名人が使っているかどうか   
ネットで収集した価格情報  △ 
ネットで収集した品質・機能情報  △ 
重要視される順に◎、○、△、印なし 
 
（図表６）意思決定の決め手になった要因：パソコンの例 
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４．新しい消費者行動モデルと時間の稀少性 
 

（１）モデルの概要 
 先行研究からのインプリケーションやアンケート結果に基づき、「時間の稀少性」を説明

すべく、「情報生産活動（情報収集しそれを理解すること）」を明示的の取り込んだフロー

チャート形式の消費者行動モデルを作成した。概要は（図表７）のとおりである。 
 
（図表７）新しい消費者行動モデル 

契機

問題認知

蓄積

判断基準（評価関数）

調べ方（情報源など）

信頼（ブランドや情報源）

経験（事例・歴史）

外部情報検索

理解・検討

意思決定

購入

評価

他人の行動

意思決定

購入

評価

蓄積

判断基準（評価関数）

調べ方（情報源など）

信頼（ブランドや情報源）

経験（事例・歴史）

情報生産活動

高関与型低関与型

内部情報内部情報

 
このモデルは次の３つの特徴をもつ。 
①EKB モデルなどと同じく、関与に応じて高関与型と低関与型の２つの意思決定を考えて

いる。 
②外部情報検索と理解・検討の２つのステップを考え、両者を合わせて、情報生産とした。 
③経験・学習の重要視。経験や学習によって影響を受けると考えられる主観的な要素、個

人の持つ評価基準、調べ方のノウハウ、情報ソースやブランドをどの程度信頼するかを

表す信頼、さらに事例としての経験そのものを合わせて蓄積と名づけた。 
以下、各項目を説明する。 
契機  ：文字どおりきっかけである。広告を見てその商品がほしくなったということで 

も、のどが乾いて飲み物を買いたいといったことでもよい。 
問題認知：その商品が自分にとってどのような価値を持つのかを認知すること。すなわ 
     ち、高関与な商品なのか低関与な商品なのかを見極め、意思決定法を高関与 
     型と低関与型にわけるステップのこと。 
蓄積  ：評価基準（あるいは評価関数）、調べ方のノウハウ、信頼、経験の４つの概念か 
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ら構成されている。評価基準は自身が意思決定や判断する基準である。いわゆ 
る内部探索の対象となる部分が過去の事例としての経験であり、調べ方は情報 
収集の仕方ノウハウを表す。信頼は情報源やブランドがどの程度信頼できるか 
を表す。情報源の情報の質やブランド品の品質についての分布と言ってもよい。 
これらはいずれも経験や学習によって強化されたりより明確化したりする特徴 
を持つ。この４つの要素は消費に関する人的資本を構成し、積み重なる性質を 
持つと考えられることから蓄積と名づけた。 

外部情報検索：記憶などの内部情報と異なり、自身にとって外的な情報を収集すること。 
       具体的にはパンフレットの収集、インターネットでの情報検索などである。 
理解・検討：収集した外的な情報を理解し、必要があれば自身の蓄積にある情報と結合 
      し、自身に役立つような情報とするステップのこと。 
他人の行動：低関与型の意思決定における代表的ヒューリスティックスとして、他人の 
      行動を真似ること。簡単に言えば、他人が買ったものと同じ物を買うこと。 
意思決定 ：文字通り、購入する商品を最終的に確定するステップ。 
購入   ：商品を購入すること。 
評価   ：買ってみて実際に消費した結果、事前に思っていたとおりかどうか、また大 

きく失望したり、逆に思いのほかよかったりといったことが判明するステッ 
プ。この評価の結果が蓄積にフィードバックされ蓄積が変化する。 

 
ここで強調しておきたいのが、外部情報検索と理解・検討ステップそして蓄積の関係で

ある。外部情報検索にあたっては、蓄積が重要になる。例えばパソコンを買うときに自身

はどのような評価基準でもってパソコンを選ぶのか、また、どうやって情報を集めればい

いのかなど、過去の蓄積がある場合とない場合で大きく異なるだろう。自分にとってはじ

めての商品を購入する場合、そもそも自身の評価基準さえはっきりしていない場合が多い。

情報収集にしてもどこに行くべきか何をすべきか初めて買う場合にはわからない場合も多

い。その商品について蓄積があればあるほど、その商品の選び方のポイントや情報収集の

方法あるいはブランドや販売店で信頼できる所はどこかなどの情報が蓄積される。そして

収集した情報についても、蓄積が大きければ大きいほどそれを理解するスピード・検討す

るスピードが高まるだろう。もちろん収集した情報を理解し検討するなかで、よりよい情

報の収集法の発見や、情報源への信頼度さらには自身の評価基準まで影響を受けて変化す

るということもある。 
 

（２）時間の稀少性とは 
 私達はこの 1 年半あまり、「時間の稀少性」ということをキーワードに IT 社会における

企業行動や消費者行動について考えてきた。上述の消費者行動モデルを用いて、「時間の稀

少性」が消費者行動に与える影響を考えてみる。先ほどのモデルで言えば、大きく３つの

段階で「時間の稀少性」があらわれる。 
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（図表８）新しい消費者行動モデルで見た「時間の稀少性」 
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問題認知
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高関与型低関与型

内部情報内部情報

①第１に、認知する段階である。消費者は全ての商品について十分時間をかけて購入の

判断をしているわけではない。消費者は、経済学の想定する最適化行動を行うわけで

はなく、多くの関与（こだわり）が低い財・サービスにおいてはもっと簡単に意思決

定を行う。これは、消費者が、関与の低い財においては複雑な意思決定を行うインセ

ンティブを持たず、時間の稀少性に対抗する手段として、簡単な意思決定で済ませる

財（低関与財）と慎重な意思決定をする財（高関与財）を分けていると理解できる。

すなわち、時間が稀少であるがゆえに、商品購入に当たってもプライオリティーをつ

けて判断方法を変えて対処している。 
②第 2 に、情報生産（情報検索＋理解・検討）の段階である。すなわち、検索して収集

した情報を理解し、それをすでにもっている情報と組み合わせ、理解・検討を加える

段階である。例えば、情報の収集が上手くいき多くの情報が集まったと仮定した場合、

情報を集めれば集めるほど、それらを理解し検討を加えるために時間を要することに

なる。その際すでに持っている比較情報や判断基準や調べ方のノウハウ等の蓄積が重

要な役割を果たす。初めての財を購入する場合には、何を基準に選べばいいのかさえ

わからないだろう。このように理解すると「IT の発達で情報収集が簡単になるので、

取引費用の低下と情報の非対称性の緩和が生じることで市場が効率化する。」という命

題は、より弱いかたちかあるいは部分的な命題に変更を迫られることになる。なぜな

ら、情報の収集が簡単になったとしても、それを理解したり検討したりするための時
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間は本人の蓄積に依存するため、簡単になるわけではない。むしろよりたくさんの情

報が集まるためにそれを理解し、自身の蓄積と結びつけ自分にとって役立つ情報に変

えるための時間は長くなるだろう。従って、検索エンジンが高度化しても、情報検索

のステップは簡単になり時間は短縮されるが、理解・検討のステップが同じかむしろ

長くなるため、時間の稀少性の解決には限定的な効果しかもたない。 
③第 3 に、高関与財の意思決定にかける時間と低関与財の購入意思決定にかける時間の

配分の変化である。アンケートや先行研究で低関与財と高関与財で意思決定方法が異

なることが確認されている。さらに、高関与財において、人々は多くの情報を集め多

角的に検討して判断していることがアンケートから明らかになった。IT の発達で以前

にも増して容易に大量の情報を集めることが可能になっている。高関与財においては

まさにこのようなことが行われ、②でみるように検討のための時間も長くなる。従っ

て高関与財の購買行動の時間はより長くなることになる。一方、低関与財については、

今まで以上に簡単な意思決定、例えば昨日も買ったからとか、広告で見たからなどと

いうようなことで購入が決定されるだろう。これから得られるインプリケーションと

しては次のようなことが挙げられる。岩村他「IT 革命と時間の稀少性」（2000）24では、

個人にとっての時間の稀少性を、企業側から見た「関心の独占」というコンセプトで

表したが、低関与財において「関心の独占」はますます生じ易くなるし、少なくとも

低関与財を売る場合｢関心の獲得｣が大きな問題となることは間違いない。 
 

５．結び―主なインプリケーションなど― 
 
 以上の考察から得られるインプリケーションは以下のようである。 
（１）IT の発達、具体的にはインターネットの普及によっても、稀少な時間というサーチ

コストの存在のため、サーチは途中で打ち切られる。従って、４．（２）の②で述べ

たように、情報の非対称性の緩和や取引費用の軽減は限定的にしかおこらない。す

なわち、インターネットの普及による、消費財市場における情報の非対称性の緩和

や取引費用の軽減を通じる市場の効率化も限定的な効果しかもたない。 
（２）商品の購入に関して、情報収集や検索が IT の進展・普及を通しても必ずしも進まな

いのは、４．（２）の①で述べたように、消費者が非合理的な存在だからではなく、

時間の稀少性への合理的な対応である。 
（３）情報の非対称の緩和や取引費用の軽減を進めるためには、IT インフラの整備も重要

だかそれだけでは充分でなくむしろ、消費者のためのポータルの整備など使い勝手

を改善し、消費者に役立つ情報ができるだけ簡単に手に入るようにする等、消費者

がサーチは打ちきることを前提とした情報の提供に努めていくことが重要になる。 
（４）また、もし消費者情報の充分な蓄積を背景に消費者のエージェントの役割を果たす

インフォミディアリと呼ばれる情報仲介組織25（図表８参照）が誕生すれば、時間の

                                                  
24 他に「関心の独占」から広告効果を分析した長島「企業の広告効果に関する批判的検討」（2001）、メガ

合併を「関心の独占」の観点から論じた新堂「メガ合併について」（2002）がある。 
25 ここで言うインフォミディアリは消費者プロファイルの充分な蓄積を背景にした消費者のためのエー

ジェントであって、現存するインフォミディアリと呼ばれる企業と同じではない。 
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稀少性というサーチコストを逓減させ、情報の非対称性の緩和に役立つだろう。し

かし、その設立と維持には莫大な資本と消費者プロファイルの十分な蓄積のための

消費者からの大きな信頼の獲得とその維持という高いハードルが存在する。 
（５）企業の情報提供のあり方として、低関与な財・サービスの提供や、商品への関与が

低い人達のためには、いたずらに詳細な情報を提供することは無駄になる。そもそ

も、情報収集が行われないからである。従って、情報をできるだけ殺ぎ落として提

供し、４．（２）の③で述べたごとく、関心を引くことが重要となる。 
（６）平均的に高関与な財・サービスの提供、あるいは、その商品への関与が高い人をタ

ーゲットにするならば、幅広く細かな情報をまとめて提供することと共に、経験の

重視ということから、ネット情報だけでなく、実際に見たり聞いたりできるリアル

な情報を、アンテナショップなどを利用して合わせて提供することが重要となる。 
 
（図表８）インフォミディアリ概念図 

イ ン フ ォ ミデ ィア リ：消 費 者 の た め の エ ー ジ ェン ト
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巨 大 資 本 と 消 費 者 か ら の 絶 対 的 信 頼 が 不 可 欠

イ
ン
フ
ォ
ミ
デ
ィ
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タ ー ゲ ットマ ー ケ テ ィン グ ・サ ー
ビ ス

購 入 者 識 別 サ ー ビ ス

匿 名 性 の 維 持
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者

消 費 者 プ ロ フ ァイ ル
の 蓄 積
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（資料）ジョン・ヘーゲル 3世、マーク・シンガー「ネットの真価」をもとに筆者作成。 
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